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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第48期
第３四半期
連結累計期間

第49期
第３四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 15,452 14,929 23,546

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △247 △140 462

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) △181 △111 267

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △291 48 △273

純資産額 (百万円) 14,831 14,763 14,849

総資産額 (百万円) 19,434 19,023 20,075

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失金額(△)

(円) △16.23 △9.97 23.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 76.3 77.6 74.0
 

 

回次
第48期
第３四半期
連結会計期間

第49期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日

至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日

至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △9.62 △12.45
 

(注) １  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等については記載して

おりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、新株予約権付社債等の潜在株式がなく、

また、第48期第３四半期連結累計期間及び第49期第３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社及び連結子会社（以下、「当企業集

団」という。）が判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当企業集団の当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、公共関連部門のシステム機器販売や産業関連部

門のシステム構築・システム運用管理が増加しましたが、金融機関における情報化投資抑制の影響に伴う受注減少

により金融関連部門のシステム構築が大きく減少したことから、売上高は14,929百万円と前年同四半期比522百万円

（3.4％）の減収となりました。

 
一方、損益面につきましては、減収の影響があったものの、原価率が改善したことに加え、経費削減効果などに

より販売費及び一般管理費が減少したことから、営業損失が201百万円と前年同四半期比110百万円の増益、経常損

失も140百万円と前年同四半期比106百万円の増益、親会社株主に帰属する四半期純損失も111百万円と前年同四半期

比70百万円の増益となりました。

　

連結のセグメント別売上高は、次の通りです。

　

① 金融関連部門

三井住友フィナンシャルグループ向け取引の減少や大規模プロジェクトの縮小に伴いシステム構築が減少し

たことを主因として、売上高は5,263百万円と前年同四半期比720百万円（12.0％）の減収となりました。

　

② 公共関連部門

自治体及び医療機関向けシステム機器販売が増加したことを主因として、売上高は3,167百万円と前年同四

半期比106百万円（3.5％）の増収となりました。

　

③ 産業関連部門

システム機器販売が前年同期の大規模案件獲得の反動により減少しましたが、大手ベンダー向け取引が堅調

に推移したことによるシステム構築の増加に加え、ＢＰＯ案件獲得によるシステム運用管理の増加を主因とし

て、売上高は6,498百万円と前年同四半期比91百万円（1.4％）の増収となりました。

　

当企業集団の事業につきましては、システムの納入が第２四半期（７～９月）及び第４四半期（１～３月）に集

中する傾向があり、売上高が第１四半期（４～６月）及び第３四半期（10～12月）において減少し、第２四半期

（７～９月）及び第４四半期（１～３月）に増加するパターンとなり、四半期毎・半期毎の経営成績が変動いたし

ます。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において当企業集団の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年１月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,200,000 11,200,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株であります。

計 11,200,000 11,200,000 － －
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成28年12月31日 － 11,200,000 － 2,054 － 2,228
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)  

－ －
普通株式 600

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,198,700 111,987 －

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数  11,200,000 － －

総株主の議決権  － 111,987 －
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式３株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社さくらケーシーエス

神戸市中央区播磨町21番１ 600 － 600 0.00

計 － 600 － 600 0.00
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,718 7,290

  受取手形及び売掛金 6,215 3,042

  有価証券 2,000 －

  商品 133 274

  仕掛品 267 1,283

  貯蔵品 10 8

  その他 741 815

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 14,087 12,715

 固定資産   

  有形固定資産 3,349 3,295

  無形固定資産 507 571

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,098 1,328

   退職給付に係る資産 401 438

   その他 666 708

   貸倒引当金 △34 △34

   投資その他の資産合計 2,131 2,440

  固定資産合計 5,988 6,307

 資産合計 20,075 19,023

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,657 1,268

  未払法人税等 147 36

  賞与引当金 769 352

  受注損失引当金 25 37

  その他 1,277 1,195

  流動負債合計 3,878 2,891

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 137 165

  退職給付に係る負債 127 143

  その他 1,082 1,058

  固定負債合計 1,347 1,367

 負債合計 5,225 4,259
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,054 2,054

  資本剰余金 2,228 2,228

  利益剰余金 10,272 10,026

  自己株式 △0 △0

  株主資本合計 14,556 14,309

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 195 362

  退職給付に係る調整累計額 98 91

  その他の包括利益累計額合計 293 453

 純資産合計 14,849 14,763

負債純資産合計 20,075 19,023
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 15,452 14,929

売上原価 12,676 12,090

売上総利益 2,775 2,839

販売費及び一般管理費 3,087 3,040

営業損失（△） △311 △201

営業外収益   

 受取利息 5 1

 受取配当金 31 31

 不動産賃貸料 46 46

 保険配当金 12 17

 雑収入 15 14

 営業外収益合計 111 110

営業外費用   

 支払利息 23 23

 固定資産除売却損 0 4

 不動産賃貸費用 22 21

 雑損失 1 0

 営業外費用合計 47 49

経常損失（△） △247 △140

税金等調整前四半期純損失（△） △247 △140

法人税等 △65 △28

四半期純損失（△） △181 △111

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △181 △111
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純損失（△） △181 △111

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △89 166

 退職給付に係る調整額 △19 △6

 その他の包括利益合計 △109 160

四半期包括利益 △291 48

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △291 48
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【注記事項】

 (会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ４百万円減

少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。

 
 (四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用の計算

当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

 (追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。　

 
 (四半期連結損益計算書関係)

売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成

28年４月１日　至平成28年12月31日）

当企業集団の事業につきましては、システムの納入が第２四半期（７月～９月）及び第４四半期（１月～３月）

に集中する傾向があり、売上高が第１四半期（４月～６月）及び第３四半期（10月～12月）において減少し、第２

四半期（７月～９月）及び第４四半期（１月～３月）に増加するパターンとなり、四半期毎・半期毎の経営成績が

変動します。
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 (四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日)

　減価償却費 543百万円 508百万円

　のれんの償却額 17百万円 17百万円
 

　

 (株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 67 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 67 6.00 平成27年９月30日 平成27年12月８日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 67 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 67 6.00 平成28年９月30日 平成28年12月８日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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 (セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他 合計
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

金融関連
部門

公共関連
部門

産業関連
部門

計

売上高         

  外部顧客への売上高 5,983 3,061 6,407 15,452 － 15,452 － 15,452

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

1 41 414 458 － 458 △458 －

計 5,985 3,103 6,821 15,910 － 15,910 △458 15,452

セグメント利益又は
損失(△)

947 164 208 1,320 － 1,320 △1,632 △311
 

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額△1,632百万円は、管理部門の費用のうち配賦の困難な費用及びのれんの

償却額等であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他 合計
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

金融関連
部門

公共関連
部門

産業関連
部門

計

売上高         

  外部顧客への売上高 5,263 3,167 6,498 14,929 － 14,929 － 14,929

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

2 13 319 335 － 335 △335 －

計 5,266 3,181 6,817 15,265 － 15,265 △335 14,929

セグメント利益又は
損失(△)

896 144 369 1,410 － 1,410 △1,612 △201
 

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額△1,612百万円は、管理部門の費用のうち配賦の困難な費用及びのれんの

償却額等であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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 (１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △16.23円 △9.97円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(百万円)

△181 △111

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(百万円)

△181 △111

普通株式の期中平均株式数(株) 11,199,496 11,199,446
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等の潜在株式がなく、また、１

株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

 (重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第49期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当については、平成28年10月28日開催の取締役会

において、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

し、配当を行っております。

① 中間配当金の総額 67百万円

② １株当たりの金額  ６円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年１月30日

株式会社さくらケーシーエス

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   田   中   基   博   印
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   青   木   靖   英   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社さくら

ケーシーエスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月

１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社さくらケーシーエス及び連結子会社の平成28年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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